
 

『Ｒ７年度税制改正大綱（２） 生命保険料控除等子育て世帯へ』 
 

 令和７年度税制改正大綱において、高校生年代の扶養控除の見直しと併せて行うものとしていた以

下の子育て支援税制は、それぞれ１年間の時限的な措置となった。 

【子育て世帯等に対する住宅ローン控除の拡充】特例対象個人が認定住宅等の新築等をして、令和７

年中に入居した場合の控除対象借入限度額が上乗せされる（認定住宅は５００万円、ＺＥＨ水準省エネ

住宅、省エネ基準適合住宅は１，０００万円の上乗せ）。床面積要件を４０㎡とする緩和措置は、令和７年

１２月３１日以前に建築確認済みの新築住宅を対象とする。（１年延長） 

【子育て世帯等に対する住宅リフォーム税制の拡充】既存住宅に係る子育て

改修工事をした場合の所得税額の特別控除は、適用期限を１年延長する。 

【子育て世帯に対する生命保険料控除の拡充】２３歳未満の扶養親族がい

る場合に、令和８年分における新生命保険料に係る一般生命保険料控除の

適用限度額が６万円に引き上げられる。旧生命保険料及び上記の適用があ

る新生命保険料を支払った場合においても、同様に適用限度額が６万円に

引き上げられる。一般生命保険料、介護医療保険料、個人年金保険料の合

計適用限度額（１２万円）は変更されず、すでに達している場合は改正の影

響はない。 
 

『企業倒産、昨年１万件超え 物価高・人手不足で１１年ぶり』 
 

 東京商工リサーチがこのほど発表した２０２４年の企業倒産件数（負債総額１０００万円以上）は、前年

比１５．１％増の１万６件と、１３年(1 万８５５件）以来１１年ぶりに１万件を上回った。物価高や人手不足に

伴う人件費高騰などのコスト増が企業収益を圧迫し、幅広い業種で倒産件数が増えた。倒産件数は３

年連続で前年を上回った。 

 負債総額は前年比２．４％減の２兆３４３５億３８００万円。負債額１０００億円以上の大型倒産は、航空機

開発製造のＭＳＪ資産管理（旧三菱航空機）の１件で、３年ぶりに前年を下

回った。一方１億円未満の倒産は７４７８件と全体の７割超を占めた。倒産件

数を産業別に見ると、１０産業のうち金融・保険業と不動産業を除く８産業が

前年を上回った。サービス業他が前年比１３．２％増の３３２９件で最多。時間

外労働の上限規制が適用された建設業と運輸業は人材確保が一段と難し

くなり、それぞれ同１３．６％増、同９．８％増だった。人手不足関連の倒産は８

割増の２８９件で１３年の集計開始以来、最多を記録。物価高倒産は２年連続

増の６９８件だった。東京商工リサーチは今年の倒産件数について、「物価高

と人手不足の影響もあって、２４年を上回る可能性が高い」とみている。 
 

出典元：日本中小企業経営支援専門家協会(JPBM) ※本記事・内容の無断転載を禁じます 
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